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研究要旨 

第 4 期がん対策推進基本計画では全体目標として「誰一人取り残さないがん対策を推進し、全ての

国民とがんの克服を目指す。」が掲げられた。「誰一人取り残さないがん対策」とは、多様な背景を持

つ患者、家族、国民に対し、予防・検診・医療・共生の各分野のがん対策において、アウトカムの格

差を縮小し改善を行うということである。本研究では第 4 期がん対策推進基本計画において、国・都

道府県が評価していくロジックモデルの各指標を社会経済的要因ごとにモニタリングし、格差の状況

を把握する。また、性別、年齢、地域、国籍などサブグループごとに格差を計測する。また、各種社

会環境指標やアウトプット指標との関連によりアウトカム指標の格差の要因分析を行い、「取り残さ

れている集団」を特定し、介入につながる分析を行う。 

格差の要因分析では、地域、性別、年齢などにより層別解析を行い、機械学習などの統計手法を用

いて格差が大きい集団や介入に対する反応の異質性を検討する。また、各種指標と地域の社会環境指

標や自治体の取り組みとの関連を分析し、媒介分析や樹木構造接近法などを適用して格差の要因を特

定し、格差縮小に向けた介入を提案する。 

令和 5 年度は、班会議やセミナーを通じて関連研究班や自治体関係者と情報共有を図り、がんサバ

イバーシップにおける格差の研究や臨床試験・治験参加の地域間格差解消に関する方策について議論

を行った。各種指標の整理、データの入手、要因分析を進め、今後も関連情報との複合的な検討が必

要である。 
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Ａ．研究目的 
第4期がん対策推進基本計画では全体目標とし

て「誰一人取り残さないがん対策を推進し、全ての
国民とがんの克服を目指す。」が掲げられた。「誰
一人取り残さないがん対策」とは、多様な背景を持
つ患者、家族、国民に対し、予防・検診・医療・共
生の各分野のがん対策において、アウトカムの格
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差を縮小し改善を行うということである。健康の
社会的決定要因とは各人の属している社会的背景
（居住地、職業、教育、社会経済状況、家族構成な
ど）が各種健康指標に関連するということであり、
自己努力による生活習慣の改善を目指すような自
己責任論でなく、社会環境にアプローチし、個人の
努力に起因せず健康状態を改善できるような枠組
が重要であるとされている（WHO. CSDH. 2008）。 
これまで、本研究班のメンバーは健康寿命や各

死因別死亡率が居住地の社会経済指標により異な
ることを明らかにしてきた（Nakaya T. Ito Y. Ed
s. Springer 2019., Kataoka A. et al. Lancet 
RHWP. 2021）。困窮度の高い地域でがん死亡率が高
く、全死因における格差に占める各死因別の寄与
度もがん死亡が最大であり、日本の健康格差対策
はがんにおける格差への対応が肝要であることが
明らかとなった。がん対策のアウトカム指標であ
る進行度別罹患率や生存率においても、困窮度の
高い地域で不利な結果が観測された（Kaneko N. e
t al. J Epidemiol. 2022. Ito Y. et al. Acta 
Oncol. 2014）。また、喫煙率や検診受診率におい
ても教育歴や加入保険による格差が観測されてい
る。 
本研究では第4期がん対策推進基本計画におい

て、国・都道府県が評価していくロジックモデルの
各指標を社会経済的要因ごとにモニタリングし、
格差の状況を把握する。また、性別、年齢、地域、
国籍などサブグループごとに格差を計測する。ま
た、各種社会環境指標やアウトプット指標との関
連によりアウトカム指標の格差の要因分析を行い、
「取り残されている集団」を特定し、介入につなが
る分析を行う。第4期計画の中間評価、最終評価時
に格差が縮小し、全体として指標が改善している
かをモニタリングする上で、評価指標および目標
値の設定も検討する。 
 
＜各年度の目標＞ 
令和5年度：第4期計画における各種指標において、
格差の計測が可能な指標の案について整理した。
データの入手が必要なものについて整理し、利用
申請の手続きを行った。現状で格差の測定ができ
ないものについて、測定方法を検討した。 
 
令和6年度：入手したデータを用いて、計測可能な
指標に関して、格差指標のトレンドの評価などを
踏まえ、ベースラインや目標値の検討を行う。各種
データベースを組み合わせることで計測可能な指
標についての検討を行い、必要に応じてデータ利
用申請を行う。 
 
令和7年度：計測可能な指標に関して、詳細の分析
を行い、格差の大きいサブグループの同定や介入
に対する反応の異質性について検討を行い、格差
縮小に向けた介入の提案へつなげる。 
 
Ｂ．研究方法 
 
I. 格差のモニタリング 
A. 現状で計測可能なモニタリング 
1）最終アウトカム指標（伊藤、片岡、中谷、田中、
福井、花房） 
これまでに申請者らが報告しているがんにおけ

るアウトカム指標については居住地の住所情報に

基づく地理的剝奪指標（Areal Deprivation Inde
x: ADI）および人口集中地区の居住割合（Densely
 Inhabited District: DID）計測が可能である。
すでに入手済の人口動態統計および全国がん登録
を使用して格差のモニタリング案を提示した。最
新年度のデータに関しても二次利用申請を行い、
次年度以降入手次第、死亡率・罹患率・生存率の格
差のトレンドを計測する。 
 
2）分野別指標（各分野担当者：下記のとおり） 
また、各分野別アウトカムやアウトプット指標

などに関し、利用するデータソースについて、いく
つかの指標に関して整理を行った。各分野の指標
に関して網羅的に計測可能なものより順次分析・
公表の準備を行う。次年度以降、国民健康栄養調査
や国民生活基礎調査、院内がん登録＋DPC、患者体
験調査、NDBなどに関しても二次利用により個別デ
ータを入手し、分析を行う。 
 
全体を通して、目標値設定・進捗管理における指

標の計測方法について整理し、国・都道府県のがん
対策において活用できるように整備する。 
（各分野担当者）*研究協力者 
・予防：澤田、田中、片野田耕太*、平林万葉*（国
立がん研究セ） 
・検診：福井、西岡、岡(大阪大/大医薬大D3) * 
・医療：藤、藤阪、花房、太田将仁 (大医薬大D4)
 *、坂根純奈 (大医薬大D2) *、内藤陽一（国立が
ん東セ） 
・共生（緩和）：釆野、西岡、髙島祐子 (大医薬大
D1) *、船本智哉 (大医薬大D1) * 
・共生（患者支援・経済負担）：本多、久村、川崎
由華 (大医薬大M2) *、菅香織 (京都大M2) * 
 
B. 今後計測が必要な指標の提案（上記A-2）
の各分野別担当者と同じ） 
I-Aで整理された計測可能な項目以外で、がんに

おける格差の要因分析および格差の縮小につなげ
るために重要である指標に関して、各分野担当者
が測定方法も含めて提案を行った。 
例えば、医療分野における標準治療実施割合や、

がんゲノム医療の普及、緩和医療関連の指標など、
院内がん登録＋DPCや全国がん登録、NCD、また自治
体の保有するレセプトデータなどを有機的に活用
することにより計測可能になる指標について整理
を行い、次年度以降、データを入手次第、必要なも
のを計測する。 
共生の分野においても現行の患者体験調査にお

いては、格差の計測項目が少なく、経済的な理由で
の治療中止・変更や就労継続など重要な項目に関
して、患者の社会背景を含めた計測が必要である。
令和5年度は現行の患者体験調査を精査し、海外で
Validateされた測定指標（COST）などを用いた計測
や就労に関する独自調査の必要性について検討・
提案する。 
 
II. 格差の要因分析 
A. 格差の大きいサブグループの同定（伊藤、片岡、

中谷、田中、福井） 
I-Aにおける格差モニタリングを地域、性別、年

齢等により層別解析を行う。関連研究班や協議会
メンバー、自治体関係者と結果を共有した。次年度
以降、機械学習などの統計手法（SIDES法など）を
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用いて、格差が大きい集団や介入に対する反応の
異質性を検討する。 
B. 関連要因の探索（伊藤、片岡、花房、岡*、坂根

*）*研究協力者 
I-A、II-Bの結果を踏まえて、各種指標と地域の

社会環境指標や自治体の取り組みと格差の変化に
関しての関連を分析する。これらの指標間の関連
に関して、アウトカムに関連する各種要因の寄与
度に関して、媒介分析（Mediation analysis）や樹
木構造接近法などを適用し、格差を説明する要因
を特定し、格差縮小に向けた介入の提案につなげ
る。格差縮小に関する介入に関しては海外事例を
日本での実施可能性も含めて紹介・検討を行う。 
 
関連研究班、関連団体との連携（伊藤、祖父江、澤
田、鈴木） 
厚生労働科研の「がん対策推進基本計画におけ

るロジックモデルの構築・改善に関する研究（指定
研究）」（代表：祖父江友孝、分担：澤田）、「が
ん対策推進基本計画の進捗管理に資する評価指標
の実装に向けた研究（２３ＥＡ０７０１）」（代表：
鈴木、分担：伊藤）、「がん診療連携拠点病院等に
おけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標
の確立に資する研究（２２ＥＡ１００５）」（代表：
藤也寸志）と「年齢調整死亡率・罹患率に影響を与
える今後のがん対策の検討に資する研究（２３Ｅ
Ａ０８０１）」（代表：片野田耕太、分担：伊藤・
福井）に、申請者自身や分担研究者、研究協力者が
参画しているため各班と連携しつつ研究を進める。
その他、関連学会や全国がん患者団体連合会、協力
地域の住民とも研究成果を共有し、方向性を決定
していく。がん対策推進協議会における議論の内
容をフォローし、研究成果についても共有して進
めていく。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究に用いた資料は既に倫理審査の承認を受

けて入手したデータに基づいている。分析後、必要

に応じて、公開前に個人を同定することがないか

の確認を経ている。今後も、各研究において、必要

に応じて倫理審査や利用申請において、倫理面に

おいて問題がないかの審査を受けた上で実施する。 
 
 
Ｃ．研究結果 
I. 格差のモニタリング 
A. 各指標の社会経済的要因による格差の計測方
法の提示 
第4期がん対策推進基本計画で計測する指標に

ついて、関連研究班とも情報共有を図り、利用可能
なデータを整理した（表1）。 
計測可能な指標のデータの入手を行い順次分析

を行い、公表の準備を行った。指標は経時的に計測
できるものとし、目標値設定および進捗評価につ
ながる計測方法を提案するために、これまでの研
究で入手したデータ等を活用し、以下①～⑤の分
野ごとに格差の計測方法について例示した。 
また、健康格差指標の考え方についての論点整

理を行った（分担研究報告・田中）。 
 
① アウトカム指標における格差の計測 
これまでに申請者らが報告しているがんにおけ

るアウトカム指標については居住地の住所情報に
基づく地理的剝奪指標（Areal Deprivation Inde
x: ADI）および人口集中地区（Densely Inhabited
 District: DID）の居住割合計測が可能である。す
でに入手済の人口動態統計および全国がん登録を
使用して格差のモニタリング案の提示を準備した
（図2-図4）。 
国勢調査データを用いて、最終アウトカム指標

の格差計測に必要な地理的剥奪指標別の人口を整
備した（分担研究報告・片岡）。また、純生存率の
算出に必要となる地理的剥奪指標別の生命表の整
備を行った（分担研究報告・福井）。 
最新年度のデータに関しても二次利用申請によ

り入手し、死亡率・罹患率・生存率の格差のトレン
ドを計測するために、全国がん登録資料の利用申
請の手続きを開始した。 
 
② 予防分野における格差の計測 
地域保健・健康増進事業報告を用いて、全国の市

区町村別HPVワクチンの累積接種割合と地域指標
の関連を分析した（図5）。困窮度が高い地域ほど、
人口集中度が低いほど、接種割合が低い傾向が見
られた。 
特定健診データから喫煙率や身体活動に関する

データの格差を分析するためにLIFE studyデータ
の利用申請を行い、データを入手した。国民健康・
栄養調査、国民生活基礎調査により、地域・収入・
教育歴ごとの格差の計測を試行的に行う準備を行
った。 
 
③ 検診分野における格差の計測 
子宮頸がん検診に関し、全国の市区町村別の検

診受診状況と罹患率、死亡率と地域指標との関連
を分析した（図6、図7）。市区町村別でみると、検
診受診率は困窮度との関連はあまりみられず、都
会度が低いほど受診率が高い傾向が見られた。罹
患率においては、困窮度が高いほど、都会ほど関連
性が強く見られたが、死亡率での関連はあまりな
かった。 
より細かい地域指標との関連を分析するために

LIFE studyのデータを利用申請し、国保対象者の
検診受診率と地域指標の関連を小学校区単位の地
域指標との関連を検討するデータを入手した。神
戸市、豊中市など自治体のデータ利用に関する手
続きに着手した。 
 
④ 医療分野における格差の計測 
これまでの研究において入手した全国がん登録

データを用いた市区町村別の地理的剥奪指標によ
る生存率の格差に関する基礎的解析を行い、学会
で報告した（図8）。白血病や脳・中枢神経系にお
いて、最も格差が大きかった。 
乳がんについて地理的剥奪指標や人口集中地区

居住割合による生存率や拠点病院での治療割合の
格差に関する分析を行った（表2）。全症例におい
て、単変量解析においては困窮度が高い地域で過
剰死亡が高いが、年齢や進展度、治療内容、拠点病
院での治療の有無について調整すると、その関連
性は消失した。 
また、肺がんに関して、全国がん登録を用いて、

町丁字単位での地理的剥奪指標を用いて、根治的
切除割合と純生存率の格差について。困窮度が高
いほど、根治的切除割合が低く、4年生存率が低か
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った。 
また、院内がん登録、DPCのリンケージデータに

よる治療内容や拠点病院への距離や時間などが生
存率に与える影響を分析するための研究計画につ
いて検討した（分担研究報告・藤阪・花房、本多）。 
 
⑤ 共生分野における格差の計測 
患者体験調査の二次的分析において、就労継続

や経済毒性に関して、サブグループ解析を行い、不
利な集団を抽出する分析を行い、学会報告を行っ
た。今後、学会報告や論文発表を行い、ベースライ
ン指標として設定可能か検討した。 

緩和ケアに対する認識、情報源、考え方に関す
る情報格差に関して、アンケート調査による検
討についての計画を行った（分担研究報告・釆野）。 
 
B. 格差が計測できていない指標に関して、計測方
法の提案および検証 
既存統計では計測していない社会経済状況の項

目や指標自体が計測できていないが格差の要因分
析に必要な項目について、I-A-1における指標の整
理およびI-A-2における計測を踏まえて、計測でき
ていない分野を整理し、計測方法を提案する。 
 
II. 格差の要因分析 
A. 格差が特に大きい集団の特定およびその要因

の分析 
地域、性、年齢、雇用形態等の層別に格差の計測

を行い、特に格差が大きい集団を特定するために、
現時点で利用可能なデータでの整理を行い、最新
データの入手の準備を行った。 
他の研究班で入手した全国がん登録データによ

り、肺がん治療に関しての格差の要因分析を行い、
学会で報告した。進展度の違いは最も困窮度の高
い集団においてわずかに寄与し、根治的手術の実
施はQ2-Q4のグループに寄与することが示唆され
た。 
大阪市より居住地情報および接種医療機関を含

むHPV接種データを入手し、町丁字単位の接種割合
を分析し、地域指標との関連および接種提供機関
の数との関連を分析し、学会で報告した（図5）。 
 
B. 格差縮小につながる介入の検討 
観測された格差に対して、どのように介入が縮

小および改善につながるかを要因分析の結果と併
せて検討する令和6年度以降、引き続き検討を行う。 
 
関連研究班、関連団体との連携 
 令和5年度は、班会議を2回開催した。各会議の前
後において、研究班参加者間での研究テーマの共
有のためのセミナーを開催した。また、関連研究班
である基盤A祖父江班、およびAMED片野田班と合同
で班会議を行い、各研究班の研究成果やスコープ
を共有した。 
日本肺癌学会において関連セッションにおいて、

がんサバイバーシップにおける格差の研究につい
て紹介した。日本計算機統計学会産官学連携委員
会との共催で、JSCSフォーラム2024として、「誰一
人取り残さないがん対策を実現するためのDCT」を
全国がん患者団体連合会の後援で開催し、臨床試
験・治験参加の地域間格差の解消に関する方策と
して、DCT（Decentralized Clinical Trial）の活
用が可能化について、研究者や企業、患者の立場で

Discussionを行った。 
 大阪医科薬科大学がんプロフェッショナル養成
プランとの共催で、ロンドン大学衛生学熱帯医学
校のBernard Rachet先生を招き、講演会を行った。 
 

Ｄ．考察 
 令和5年度は、第4期計画における各種指標にお
いて、格差の計測が可能な指標の案について整理
を行い、データの入手が必要なものについて整理
し、利用申請の手続きを行った。また、格差の測定
ができないものについて、測定方法を検討した。 
本研究班で検討していくがん対策の分野は多岐

にわたるため、研究班に参加する多様な分担研究
者・研究協力者間で、それぞれの専門性を活かした
研究の推進が必要となる。互いの専門に関しての
内容を共有することが必要となるため、セミナー
などの機会を頻回に設けた。 
 
I. 格差のモニタリング 
本研究では各種統計データによる格差のモニタ

リングが必要となるため、全国がん登録をはじめ
としたデータ利用に関し、研究計画を十分に検討
し、利用申請の準備を行った。特に、小地域の地理
情報や医療機関の情報の活用は、本研究で重要に
なる。匿名性を確保した上での利用方法に関して、
関係者間で吟味を行った。 
HPVワクチン接種状況や検診受診状況、喫煙率な

ど、小地域レベルでの情報を含む全国規模のデー
タの入手が困難である内容に関しては、一部自治
体の収集するデータを入手し、検討を行った。今後、
一部自治体のモデル事業的な結果を踏まえ、宣告
規模での把握に必要な体制整備を議論していく必
要がある。 
 また、格差に関して、個人の属性と地域の指標な
ど多様な視点があるため、どの視点で格差を評価
し指標として提示していくのかについても、海外
での事例なども通して、検討を行う必要がある。 
 行政担当者や一般市民、患者・家族の立場の方に
も聞き取りを行い、モニタリングし、提示する指標
のわかりやすさやスティグマにつながらないかな
どの視点をフィードバックしてもらう必要がある。 
 
II. 格差の要因分析 
 全国がん登録資料を用いた肺がん治療・予後に
おける格差の要因分析や、大阪市のHPVワクチン接
種状況に関する分析を行った。全国がん登録の情
報では治療内容の詳細がないため、臓器別がん登
録や院内がん登録とDPCのリンケージデータなど
他のデータソースと合わせた検討が必要である。 
 死亡率などの最終アウトカムにおける格差が、
予防・検診・医療・共生のどの部分に多く起因して
いるかなどの総合的な要因分析も今後必要となる。
関連研究班において開発したマイクロシミュレー
ションモデルを活用した検討なども行っていく必
要がある。 
 
Ｅ．結論 
 令和5年度は、第4期計画における各種指標にお
いて、格差の計測が可能な指標の案について整理
を行い、データの入手が必要なものについて、利用
申請の手続きを行った。また、格差の測定ができて
いないものについて、測定方法を検討した。 
 入手済のデータを用いた各種指標の格差のモニ
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タリングおよび要因分析も行った。今後関連のデ
ータベースや情報を入手し、複合的な検討が必要
である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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表1.  第4期がん対策推進基本計画における各指標の格差計測のデータソース及び進捗状況 
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図2. 年齢調整死亡率の格差計測方法 

 

 
図3. 地域指標（5分位）別に見た年齢調整死亡率 
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図4. 市区町村別人口集中度（%DID：人口集中地区（Densely Inhabited District）居住割合）、社会経済
指標（SocioEcoomic Position: SEP、高いほど困窮）でみたがん種別年齢調整死亡率の相対的格差指標

（RII: Relative Index of Inequalities） 
 

図5. 市区町村別の地域の困窮度、都会度（DID地区居住割合）によるHPVワクチン累積接種割合（指標別は
2020-2021年度、2013-2019年度は全国値を使用、1回接種） 
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図6. 市区町村別の地域の困窮度、都会度（DID地区居住割合）による子宮頸がん検診受診率（2018-2020年

度地域保健・健康増進事業報告）の格差 

図7.  市区町村別の地域の困窮度、都会度（DID地区居住割合）による子宮頸がん年齢調整罹患率（進行度
別）と年齢調整死亡率による格差 

図8.市区町村別地域の困窮度5分位別にみた1年純生存率の格差（Q1：困窮度低い-Q5：困窮度高い）：全国
がん登録2016-2018年診断症例 
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表2.乳がん患者の2年生存率における過剰死亡ハザードモデルの結果（全国がん登録2016-2017年診断症例） 
左：全症例、中央：領域浸潤、右：遠隔転移 

 
 


